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          四日市市感染症予防計画について 

 

１．感染症予防計画の記載事項について 

都道府県及び保健所設置市の予防計画において、記載事項として求められている項

目・数値目標は次のとおりです。（予防計画において、必須の事項は〇で、任意の事項

は△で示しています。） 

表１ 予防計画に記載が求められている項目 

No 基本指針の項目 
都道 

府県 

保健所

設置市 

1 感染症の予防の基本的な方向 △ － 

2 感染症の発生の予防、まん延の防止のための施策 〇 〇 

3 感染症及び病原体等に関する情報の収集、調査及び研究 〇 △ 

4 病原体等の検査の実施体制、検査能力の向上 〇 〇 

5 感染症に係る医療提供体制の確保 〇 － 

6 感染症の患者の移送のための体制確保 〇 〇 

7 宿泊施設の確保 〇 △ 

8 外出自粛対象者等の環境整備 〇 〇 

9 感染症の予防・まん延防止のための総合調整・指示の方針 〇 － 

10 感染症対策物資等の確保 △ － 

11 感染症に関する啓発、知識の普及、感染症の患者等の人権の尊重 △ △ 

12 感染症の予防に関する人材の養成、資質の向上 〇 〇 

13 感染症の予防に関する保健所の体制確保 〇 〇 

14 
緊急時における感染症の発生の予防、まん延の防止、病原体の検査の実

施、医療の提供のための施策 
〇 〇 

 

表２ 予防計画において求められている数値目標 

No 数値目標を設定する事項 
都道 

府県 

保健所

設置市 

1 協定締結医療機関（入院）の確保病床数 〇 － 

2 協定締結医療機関（発熱外来）の機関数 〇 － 

3 協定締結医療機関（自宅療養者等への医療の提供）の機関数 〇 － 

4 協定締結医療機関（後方支援）の機関数 〇 － 

5 協定締結医療機関（人材派遣）の機関数 〇 － 

6 個人防護具の備蓄を十分に行う医療機関数 〇 － 

7 検査の実施件数（実施能力）、検査設備の整備数 〇 〇 

8 協定締結宿泊施設の確保居室数 〇 △ 

9 医療従事者や保健所職員等の研修・訓練回数 〇 〇 

10 
保健所の感染症対応業務を行う人員確保数、即応可能な 

ＩＨＥＡＴ要員の確保数（ＩＨＥＡＴ研修受講者数） 
〇 〇 

資料４ 
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２．四日市市感染症予防計画の検討の方向性について 

 

「四日市市感染症予防計画」の策定において、県の予防計画との整合性を確保しつ

つ、下記の３つの方向性で検討を行います。また、具体的な検討の内容については、

表３のとおりです。 

 

＜検討の方向性＞ 

①感染拡大を可能な限り抑え、市民の生命及び健康を保護します。 

②市民生活及び経済活動に及ぼす影響が最小になるよう対応を講じます。 

③外部の専門人材による業務支援、民間事業者への外部委託やＩＣＴを活用した 

業務の効率化を推進し、感染症の有事に対応できるよう、保健所の体制強化を図

ります。 

表３ 「四日市市感染症予防計画」策定における検討の方向性 

予防計画 項目 内容・課題 検討の方向性 

No.2 

感染症施策 

No.3 

情報収集 

情報収集 

●国県と連携し感染症及び病原体

等に関する情報の収集を進める 

・健康危機に対し総合的なマネジ 

メントを行う人材の確保 

●保健所長を補佐し、健康危機へ 

の備えや発生時の対処等を統括

する統括保健師の配置を検討 

●迅速な情報収集、発生状況等の 

公表のため、国県や関係団体と

連携を強化、医療ＤＸを推進 発生状況等

の公表 

●感染症のまん延防止のため、発

生状況等について、公表を行う 

・発生状況等の迅速な公表 

No.4 

検査体制 

 

検体検査 

●主に県の保健環境研究所で検体

検査を実施 

・流行初期において感染の急激な

拡大から検査需要が増大 

●医療機関等と連携し、ＰＣＲ検

査体制を充実 

●行政検査(ＰＣＲ)の拡充を検討 

No.6 

患者の移送 
患者の移送 

●患者を医療機関へ移送 

・感染の急激な拡大により、移送

件数が増大 

●消防機関との連携 

●民間事業者へ外部委託 

No.7 

宿泊施設の 

確保 

宿泊施設の

確保 

●病床がひっ迫したことから、軽

症者の宿泊療養が法定化 

・宿泊施設の確保が課題 

●広域的な体制整備が必要なこと

から、県と協力して宿泊施設を

確保 

No.11 

普及啓発 

市民への 

普及啓発 

●感染症予防、まん延防止に関す

る情報の発信 

・感染症に対する市民の不安払拭 

●感染症予防に関する知識や対応

方法等を迅速に広報・周知する

ための手法を精査 

●患者等への偏見や差別の解消 

No.12 

人材養成、 

資質向上 

 

積極的 

疫学調査 

●行動履歴や家族の感染状況等を

聞き取り 

・感染拡大による調査業務ひっ迫 

●保健所業務の外部委託やＩＣＴ 

を活用 

●外部専門人材による業務支援体

制を確保 
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No.13 

保健所の 

体制強化 

施設調査 

●高齢者施設、学校等を調査し、

感染経路、濃厚接触者等を特定 

・感染拡大による調査業務ひっ迫 

●保健所長を補佐し、健康危機へ 

の備えや発生時の対処等を統括

する統括保健師の配置を検討 

●ＩＨＥＡＴ要員等の確保及び保

健所職員も対象とした研修や訓練

を実施し健康危機に対応できる人

材を育成 

健康観察 

●療養期間中における健康状態を

聞き取り 

●医師会等の協力による健康観察 

・感染拡大による業務ひっ迫 

 

 

３．予防計画において求められている数値目標について 

 

（１）検査の実施件数（実施能力）、検査設備の整備数について 

① 検査の実施件数（件/日） 

対応時期 【流行初期】（初動対応） 【流行初期期間経過後】 

対応自治体 三重県 四日市市 三重県 四日市市 

県・市数値目標 

※四日市市分は内数 
４８０件/日 （６０件/日） ５,０９５件/日 （８４７件/日） 

 

 

② 四日市市保健所における将来的な検査の実施件数（実施能力）の拡充（案） 

 

・上記数値目標の件数に加え、さらに、将来的により迅速に検査を受けられるよう

な体制を整え、感染拡大の防止を図るため、検査を実施する施設を整備するなど、

市独自の検査能力の保有を検討 

 

 【流行初期】（初動対応） 【流行初期期間経過後】 

市保健所 ３０件/日 ６０件/日 

        ※①検査の実施件数（件/日）の県・市数値目標には含まれない 

 

・市内の民間検査機関や大学等と連携し、近隣でより迅速な検査の実施体制につい

て検討 
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③検体採取体制の強化（案） 

新興感染症が発生した際に、早期の段階から検査を円滑に実施できるよう四日市医師

会と市保健所の連携のもと、「四日市市初期ＰＣＲ検査センター」の設置を以下のよ

うに検討 

 

・新型コロナウイルス感染症発生時の検査体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後の新興感染症発生時における検査体制（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・初期ＰＣＲ検査センターの設置することで、下記のフローのように、より多くの方

に迅速に検査を受けていただく体制の整備を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(例) 

受診可能か

かかりつけ医に相談

協定締結

医療機関である

協定締結

医療機関でない

受診

医療機関から

PCRセンターを案内

PCRセンターで

検体採取

PCRセンターを案内することで、迅速に

検査を受けていただくことができる。

（陽性で症状がある場合）

医療機関より薬の処方な

どを検討。

症状（37.5℃以上の

発熱等）があり、医療

機関を受診したい

ド ラ イ ブス ルー 方式

四日市市初期

ＰＣＲ検査センター

協定締結医療機関による

流行初期対応

感染症の発生 新興感染症に位置付ける

旨の公表（発生の公表）

流行初期 流行初期以降

検査数

発生の公表から

１か月後

発生の公表から

６か月後
発生の公表から

３か月後

「病院」で対応

いただく期間

「病院」に加え「診療所」で

対応いただく期間

流行初期の

数値目標

感染症指定医療機関

による対応

新型コロナ時よりも

早期の設置を検討

協定締結医療機関による

流行初期期間経過後の対応

流行初期以降の

数値目標

検体採取枠の拡充

　　

診療・検査医療機関

感染症の発生

（R2.1）
新興感染症に位置付ける

旨の公表（発生の公表）

（R2.2）

第１波 第３波

感染症指定医療機関

・市立四日市病院

・県立総合医療センター

で検体採取

検査数

「病院」で対応 いただいた期間

四日市医師会による

ＰＣＲ検査センター開設

（R2.9.3～R3.7.30）

「病院」に加え「診療所」で対応いただいた期間

各医療機関で

抗原検査開始

検体採取数の不足

帰国者・接触者外来

第２波

（R2.7） （R2.１０）
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（２）医療従事者や保健所職員等の研修・訓練回数について 

・保健所職員等における研修等の目標回数を以下のとおりとする。 

 

研修・訓練の実施回数 ⇒ 【年１回以上の実施】 

 

（３）保健所の感染症対応業務を行う人員確保数、即応可能なＩＨＥＡＴ要員の確保 

数（ＩＨＥＡＴ研修受講者数）について  

・第６波と同規模の感染が流行初期に発生した場合の、流行開始から１ヵ月間の業 

務量に対応可能な人員確保数を想定 

 

【市職員】 

・第６波時の１日あたりの最大陽性者数（１７８人）に対応できる応援体制とする。 

（動員者数合計８０人で対応） 

 

【ＩＨＥＡＴ】 

 ・即応可能なＩＨＥＡＴ要員の確保数⇒１０名以上の確保を目指す。 

 

 

積極的疫学調査

50%

健康観察

20％

電話相談

15％

患者搬送

10％

その他

5％

主な業務の負担割合

積極的疫学調査 健康観察 電話相談 患者搬送 その他


